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１．平成25年３月期の連結業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 25年３月期 342,727 9.3 5,784 23.3 4,612 39.3 2,042 48.6
 24年３月期 313,558 5.0 4,691 △5.5 3,311 △8.0 1,374 △10.8

(注) 包括利益 25年３月期 3,396百万円(112.1％) 24年３月期 1,601百万円(7.2％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

 25年３月期 4.56 2.56 10.0 2.0 1.7
 24年３月期 4.82 1.81 7.4 1.5 1.5

(参考) 持分法投資損益 25年３月期 △135百万円 24年３月期 24百万円

（２）連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

 25年３月期 221,416 25,361 9.8 19.98
 24年３月期 233,608 22,004 8.2 △37.37

(参考) 自己資本 25年３月期 21,750百万円 24年３月期 19,091百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物 
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

 25年３月期 16,553 △3,571 △12,563 31,400

 24年３月期 3,987 △3,238 12,598 29,847

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産 
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

25年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

26年３月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

３．平成26年３月期の連結業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 160,000 12.0 2,100 87.0 1,100 142.3 100 － 0.15

通 期 350,000 2.1 7,100 22.8 4,700 1.9 2,100 2.8 3.11
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（２）個別財政状態 

 
 
  

 

 
  

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 
  

  

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理
的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性
があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、
【添付資料】Ｐ.２「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

※ 注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

  新規 ― 社 (社名) ― 、 除外 ― 社 (社名) ―

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
 

 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無

 ③ 会計上の見積りの変更 ： 有

 ④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年３月期 675,480,576株 24年３月期 288,989,667株

② 期末自己株式数 25年３月期 454,364株 24年３月期 447,922株

③ 期中平均株式数 25年３月期 406,066,621株 24年３月期 285,186,221株

(参考) 個別業績の概要
１．平成25年３月期の個別業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期 256,117 3.7 1,813 △21.1 1,200 △13.6 509 △29.2
24年３月期 247,037 2.5 2,297 △32.1 1,389 △39.2 719 119.5

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

25年３月期 0.79 0.63

24年３月期 2.52 0.95

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期 169,529 14,753 8.7 9.62

24年３月期 188,742 13,805 7.3 △55.69

(参考) 自己資本 25年３月期 14,753百万円 24年３月期 13,805百万円

２．平成26年３月期の個別業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 120,000 10.9 500 － 0 － △200 － △0.30

通 期 265,000 3.5 2,800 54.4 1,400 16.7 1,000 96.5 1.48

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項



 

  
  

 

  

○１株当たり当期純利益 

 
○潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
(注) 当社が発行している全優先株式について、普通株式を対価とする取得請求権が行使されたと仮定した場合に発行される

普通株式数（潜在株式数）を発行済普通株式の期中平均株式数に加えて、上記算式により計算しています。 

  

○１株当たり純資産 

 
(注) 期末の普通株式に係る純資産額は、期末純資産の部の合計額から期末発行済優先株式のうち普通株式を対価とする取得

請求権未行使の株式に係る払込金額、当会計期間に係る普通株式に帰属しない剰余金の配当額及び少数株主持分（連結
のみ）を控除して算出しています。 

  

○１株当たり当期純利益 

 
  

 （注)１ 発行済株式数の増減内容については、【添付資料】Ｐ.20「注記事項（連結株主資本等変動計算書関係）」をご覧下さい。 
２ 上記優先株式の一部については当期末までに取得請求権が行使されています。今後普通株式を対価とする取得請求権が権利行使

された場合、既存の普通株主の権利が希薄化される可能性があります。また、権利行使と引換えに交付された普通株式が市場で
売却された場合、その時点における需給関係によっては普通株式の市場価格に影響を及ぼす可能性があります。 

種類株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年３月期

第二回Ａ種優先株式 ─ 0.00 ─ 0.00 0.00

第三回Ｃ種優先株式 ─ 0.00 ─ 0.00 0.00

第三回Ｄ種優先株式 ─ 0.00 ─ 0.00 0.00

25年３月期

第二回Ａ種優先株式 ─ 0.00 ─ 7.17 7.17

第三回Ｃ種優先株式 ─ 0.00 ─ 60.85 60.85

第三回Ｄ種優先株式 ─ 0.00 ─ 60.85 60.85

(注)  26年３月期の配当については未定です。

（参考）

「平成25年３月期の連結（個別）業績」指標算式

普通株式に係る当期純利益

普通株式の期中平均株式数

普通株式に係る当期純利益＋当期純利益調整額

普通株式の期中平均株式数＋普通株式増加数

期末の普通株式に係る純資産額

期末の普通株式の発行済株式数

「平成26年３月期の連結（個別）業績予想」指標算式

普通株式に係る予想当期純利益

普通株式の期末発行済株式数（当期末）＋普通株式増加数

「期中平均株式数及び期末発行済株式数（自己株式を除く）」

期中平均株式数 期末発行済株式数

24年３月期 25年３月期 24年３月期 25年３月期

普通株式 285,186,221株 406,066,621株 288,541,745株 675,026,212株

第二回Ａ種優先株式 1,500,000株 1,500,000株 1,500,000株 1,500,000株

第三回Ｃ種優先株式 5,860,107株 5,702,844株 5,781,200株 2,921,200株

第三回Ｄ種優先株式 5,948,335株 3,200,264株 5,868,700株 7,500株
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当期におけるわが国経済は、震災からの本格復興工事の遅れやエコカー補助金等の政策効果の息切れ

に加え、欧州を中心とした海外景気の減速や円高の長期化、日中関係の悪化等により、当期の前半は景

気の後退感が強まる状況からスタートしました。しかしながら、昨年12月の政権交代後、新政権により

打ち出された景気回復策への期待感から円安・株高が進行し、企業収益環境の改善、輸出の回復力が増

すなど、景気の先行きは回復に向かうことが期待されています。 

国内建設市場に目を向けると、復興事業に加え、国土強靭化の推進に伴う公共工事が本格化すること

や、消費税増税を控えた住宅投資の増加が期待されていますが、依然として民間設備投資の動きは鈍

く、加えて建設労働力の逼迫による労務費の上昇と工期への影響が顕在化しており、厳しい経営環境が

続きました。 

このような状況下、当期の業績は以下のとおりとなりました。 

まず、当社グループの売上高につきましては、3,427億円（前年度比292億円増加）となりました。次

に、収益面につきましては、売上高の増加に伴い、売上総利益は201億円（前年度比11億円増加）とな

り、経常利益は46億円（前年度比13億円増加）、当期純利益は20億円（前年度比７億円増加）となりま

した。 

  

次期の見通しとしましては、海外景気の持直しに加え、円安・株高の進行による消費マインドの改

善、緊急経済対策に伴う公共投資の経済効果や円安による輸出環境の改善等もあり、景気動向は底入れ

と明るさを取り戻すものと期待されています。 

建設業界におきましても、緊急経済対策の執行による公共投資の増加や、民間投資の持直しが期待さ

れていますが、一方でヒト、モノ不足による労務費や資材価格の上昇懸念など、収益環境は引き続き厳

しく予断を許さない状況が続くものと思われます。 

こうした環境を踏まえ、次期における業績見通しは以下のとおりです。 
   

   

当社グループは、今後の10年間を展望し、直面する経営課題を克服し、安定した経営基盤の確立に向

けた強い事業基盤を構築するために、平成25年度を初年度とする「第４次中期経営計画 2013-2015」

を策定しました。 
  
計画の基本方針は、次のとおりです。 

  

◇事業の３本柱の質的強化と収益基盤の重層化 

 １．国内建設事業の「競争力、収益力の向上」 

 ２．アジアを中心とした「海外事業の基盤強化」 

 ３．持続的社会貢献を可能とする「未来への投資」 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

②次期の見通し

（連結業績予想） （個別業績予想）

受注高 ――――― 2,500 億円

売上高 3,500 億円 2,650 億円

営業利益 71 28

経常利益 47 14

当期純利益 21 10

③中長期的な会社の経営戦略
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その骨子としましては、 

ア．国内建設事業につきましては優位分野、得意分野に更に磨きをかけ、競争力、収益力を向上さ

せ、他社との差別化、総合的な提案力のレベルアップ等により、核となる事業を強化し、「強

み」を確実に収益につなげられる、筋肉質な経営基盤を構築してまいります。 

    土木事業では主力である「ＰＣ橋梁」に加え、着実に存在感を増している「トンネル」、建築事

業においては「住宅」とともに「商業・物流施設」に注力してまいります。 

イ．海外事業につきましては、アジアを中心として海外現地法人を含めた施工体制及びリスク管理体

制の強化に重点をおき、グローバル社員の育成拡充など、将来の更なる成長を可能とする経営基

盤の強化を進めてまいります。 

ウ．新たな事業領域に対する取り組みにつきましては、ＰＦＩ等の事業スキームを活用した取り組み

等により、長期的な視点での事業を立ち上げ、収益化を目指します。 

  

震災復興が本格的に始まる中で、インフラの更新事業など、建設業の果たすべき役割は今後更に大き

くなってまいります。中期経営計画に定める諸施策を着実に実行することで、安定した経営基盤を確立

し、建設会社としての社会的使命を果たしてまいります。 

  

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて122億円減少し、2,214億円となりまし

た。主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等の減少によるものです。負債合計は、前連結会計年度

末に比べて155億円減少し、1,961億円となりました。主な要因は、短期借入金の減少によるものです。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて34億円増加し、254億円となりました。また、当連結会計年

度末の自己資本比率は9.8％となりました。  

キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは主に売上債権の減少によ

り166億円の資金の増加（前期は40億円の資金の増加）、投資活動によるキャッシュ・フローは主に有

形固定資産の取得、定期預金の増加により36億円の資金の減少（前期は32億円の資金の減少）、財務活

動によるキャッシュ・フローは主に短期借入金の減少により126億円の資金の減少（前期は126億円の資

金の増加）となりました。以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は314億円（前期末比16億円増

加）となりました。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

   
※各指標の基準は以下のとおりです。 

 
(注１)いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

(注２)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

(注３)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

(注４)平成23年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業

キャッシュ・フローがマイナスのため記載していません。 

（２）財政状態に関する分析

平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率 9.1％ 8.2％ 9.8％

時価ベースの自己資本比率 15.5％ 9.6％ 23.2％

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ― 6.3 0.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ ― 3.7 18.5

自己資本比率 ：自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産
キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー／利払い
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利益配分につきましては、企業体質の強化及び将来の事業展開に備えて内部留保の充実を図りつつ、

安定的な配当政策を維持することを基本とし、業績の推移と今後の経営環境等を総合的に勘案して決定

する方針を採っております。 

当期につきましては、各種優先株式には、定款及び優先株式要項で定めた所定の計算に基づき配当を

実施することといたしますが、普通株式につきましては、脆弱な資本構成に鑑み、まずは自己資本を充

実し、企業価値ならびに信頼性の向上を図るために、誠に恐縮ではございますが、無配とさせていただ

きます。 

会社といたしましては、「顧客満足の追求」「株主価値の増大」という経営理念のもと、普通株式を

含めた復配を出来るだけ早期に実施すべく努力してまいる所存でございますので、何卒ご理解いただき

ますようお願い申し上げます。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループは、当社、子会社21社及び関連会社３社で構成され、土木工事及び建築工事を主な事業

の内容としています。 

 当社グループの事業に係る位置付け及びセグメント情報との関連は、次のとおりです。 
  

[土木工事] 

当社、子会社の三井住建道路㈱他が国内及び海外で、土木工事の設計、施工並びにこれらに関係する

事業を行っています。 

[建築工事] 

当社、子会社のＳＭＣリフォーム㈱他が国内及び海外で、建築工事の設計、施工並びにこれらに関係

する事業を行っています。 
  

事業の系統図は次のとおりです。（平成25年３月31日現在） 

 

※関係会社の一部は複数の事業を行っており、上記区分は代表的な事業内容により記載しています。 

２．企業集団の状況
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当社の経営理念は以下のとおりです。 
  

 
  

当社は、自らの事業活動を通じて全てのステークホルダーに安心・安全を提供することを「企業の社

会的責任（ＣＳＲ）」と認識し、その実現に向けた基本指針として本経営理念を策定しています。 

事業展開にあたっては、役員・社員の行動規範として制定した「企業行動憲章」に基づき、法令等を

遵守徹底するとともに、当社の得意分野であるプレストレスト・コンクリート橋梁、超高層住宅をはじ

め、リニューアル、免制震、環境など、それぞれの分野における高品質、高技術を追求して、安定的な

収益体質の確立と企業価値の一層の向上に努め、各ステークホルダーから信頼される誠実な企業を目指

してまいります。 

  

  

３．経営方針

 会社の経営の基本方針

【経営理念】

○ 顧客満足の追求

高い技術力と豊かな創造力の向上に努め、顧客そして社会のニーズと信頼に応えて、高品質な

建設作品とサービスを提供します。

○ 株主価値の増大

徹底した効率経営と安定した収益力により、事業の継続的発展を実現し、企業価値＝株主価値

の増大に努めます。

○ 社員活力の尊重

社員の個性と能力が遺憾なく発揮でき、働き甲斐のある、開かれた闊達な会社を創ります。

○ 社会性の重視

公正な企業活動を行い、社会から信頼される健全な企業市民を目指します。

○ 地球環境への貢献

人と地球に優しい建設企業の在り方を常に求め、生活環境と自然の調和を大切に考えます。
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 34,897 39,899 

受取手形・完成工事未収入金等 115,418 101,279 

未成工事支出金等 22,471 19,184 

繰延税金資産 1,504 1,673 

その他 10,364 10,424 

貸倒引当金 △531 △379 

流動資産合計 184,124 172,083 

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 14,694 15,883 

機械、運搬具及び工具器具備品 16,435 18,161 

土地 15,820 16,750 

建設仮勘定 58 16 

減価償却累計額 △24,202 △27,109 

有形固定資産合計 22,807 23,701 

無形固定資産 2,294 2,060 

投資その他の資産   

投資有価証券 6,194 6,649 

長期貸付金 7,547 6,551 

破産更生債権等 4,912 867 

繰延税金資産 2,926 2,867 

投資不動産 4,067 4,243 

長期営業外未収入金 37,425 24,875 

その他 7,364 6,557 

貸倒引当金 △46,058 △29,042 

投資その他の資産合計 24,381 23,570 

固定資産合計 49,483 49,332 

資産合計 233,608 221,416 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 118,786 115,338 

短期借入金 20,579 8,391 

未払費用 2,292 2,642 

未成工事受入金 29,433 27,768 

完成工事補償引当金 939 728 

工事損失引当金 1,624 717 

訴訟等損失引当金 862 890 

その他 12,772 13,804 

流動負債合計 187,291 170,280 

固定負債   

長期借入金 2,413 2,194 

退職給付引当金 16,662 18,057 

再評価に係る繰延税金負債 335 335 

その他 4,901 5,186 

固定負債合計 24,313 25,773 

負債合計 211,604 196,054 

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,003 12,003 

資本剰余金 481 480 

利益剰余金 7,771 9,814 

自己株式 △241 △241 

株主資本合計 20,014 22,056 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △137 197 

繰延ヘッジ損益 30 139 

土地再評価差額金 39 39 

為替換算調整勘定 △856 △682 

その他の包括利益累計額合計 △923 △306 

少数株主持分 2,913 3,611 

純資産合計 22,004 25,361 

負債純資産合計 233,608 221,416 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 313,558 342,727 

売上原価 294,521 322,612 

売上総利益 19,036 20,115 

販売費及び一般管理費 14,345 14,330 

営業利益 4,691 5,784 

営業外収益   

受取利息 356 581 

受取配当金 77 62 

保険配当金等 156 153 

持分法による投資利益 24 － 

その他 1,037 256 

営業外収益合計 1,651 1,054 

営業外費用   

支払利息 1,048 926 

為替差損 683 － 

海外工事法人税額 172 230 

その他 1,125 1,069 

営業外費用合計 3,030 2,225 

経常利益 3,311 4,612 

特別利益   

固定資産売却益 21 14 

投資有価証券清算益 － 14 

その他 0 0 

特別利益合計 21 28 

特別損失   

固定資産処分損 86 21 

和解費用 69 194 

災害による損失 77 － 

段階取得に係る差損 － 44 

その他 55 63 

特別損失合計 288 323 

税金等調整前当期純利益 3,043 4,317 

法人税、住民税及び事業税 1,109 1,741 

法人税等調整額 265 △165 

法人税等合計 1,375 1,576 

少数株主損益調整前当期純利益 1,668 2,740 

少数株主利益 294 698 

当期純利益 1,374 2,042 
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 連結包括利益計算書 

 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,668 2,740 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 58 336 

繰延ヘッジ損益 30 108 

土地再評価差額金 47 － 

為替換算調整勘定 △197 205 

持分法適用会社に対する持分相当額 △7 4 

その他の包括利益合計 △67 655 

包括利益 1,601 3,396 

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,320 2,659 

少数株主に係る包括利益 280 736 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 12,003 12,003 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 12,003 12,003 

資本剰余金   

当期首残高 682 481 

当期変動額   

自己株式の処分 △1 △0 

自己株式の消却 △200 － 

当期変動額合計 △201 △0 

当期末残高 481 480 

利益剰余金   

当期首残高 6,360 7,771 

当期変動額   

当期純利益 1,374 2,042 

土地再評価差額金の取崩 36 － 

当期変動額合計 1,411 2,042 

当期末残高 7,771 9,814 

自己株式   

当期首残高 △242 △241 

当期変動額   

自己株式の取得 △200 △0 

自己株式の処分 1 0 

自己株式の消却 200 － 

当期変動額合計 0 0 

当期末残高 △241 △241 

株主資本合計   

当期首残高 18,804 20,014 

当期変動額   

当期純利益 1,374 2,042 

自己株式の取得 △200 △0 

自己株式の処分 0 0 

自己株式の消却 － － 

土地再評価差額金の取崩 36 － 

当期変動額合計 1,210 2,042 

当期末残高 20,014 22,056 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △195 △137 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 58 335 

当期変動額合計 58 335 

当期末残高 △137 197 

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 － 30 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30 108 

当期変動額合計 30 108 

当期末残高 30 139 

土地再評価差額金   

当期首残高 57 39 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △17 － 

当期変動額合計 △17 － 

当期末残高 39 39 

為替換算調整勘定   

当期首残高 △694 △856 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △161 173 

当期変動額合計 △161 173 

当期末残高 △856 △682 

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △833 △923 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △90 617 

当期変動額合計 △90 617 

当期末残高 △923 △306 

少数株主持分   

当期首残高 2,677 2,913 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 236 698 

当期変動額合計 236 698 

当期末残高 2,913 3,611 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 20,648 22,004 

当期変動額   

当期純利益 1,374 2,042 

自己株式の取得 △200 △0 

自己株式の処分 0 0 

自己株式の消却 － － 

土地再評価差額金の取崩 36 － 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 145 1,315 

当期変動額合計 1,356 3,357 

当期末残高 22,004 25,361 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 3,043 4,317 

減価償却費 1,786 1,637 

のれん償却額 － 22 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △491 △31 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 531 1,229 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △220 △227 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 1,251 △961 

訴訟等損失引当金の増減額（△は減少） △417 28 

災害損失引当金の増減額（△は減少） △470 － 

固定資産処分損益（△は益） 65 6 

投資有価証券清算損益（△は益） － △12 

受取利息及び受取配当金 △433 △644 

支払利息 1,048 926 

為替差損益（△は益） 81 △583 

持分法による投資損益（△は益） △24 135 

段階取得に係る差損益（△は益） － 44 

売上債権の増減額（△は増加） △22,457 14,386 

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △1,231 3,721 

その他の資産の増減額（△は増加） 1,611 599 

仕入債務の増減額（△は減少） 17,466 △4,564 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 8,471 △2,377 

その他の負債の増減額（△は減少） △4,188 685 

その他 31 13 

小計 5,454 18,352 

利息及び配当金の受取額 496 588 

利息の支払額 △1,087 △894 

法人税等の支払額 △875 △1,493 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,987 16,553 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △1,544 △3,155 

有形固定資産の取得による支出 △1,175 △817 

有形固定資産の売却による収入 255 21 

無形固定資産の取得による支出 △344 △88 

投資有価証券の取得による支出 △1 △208 

投資有価証券の売却による収入 1 1 

子会社株式の取得による支出 △10 △18 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

－ 267 

貸付けによる支出 △1,047 △63 

貸付金の回収による収入 604 421 

その他 24 69 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,238 △3,571 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 12,892 △12,288 

長期借入れによる収入 700 750 

長期借入金の返済による支出 △700 △869 

従業員預り金の純増減額（△は減少） 97 53 

自己株式の純増減額（△は増加） △200 △0 

少数株主への配当金の支払額 △62 △47 

その他 △127 △161 

財務活動によるキャッシュ・フロー 12,598 △12,563 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △243 1,135 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,104 1,553 

現金及び現金同等物の期首残高 16,742 29,847 

現金及び現金同等物の期末残高 29,847 31,400 

三井住友建設㈱（1821）　平成25年３月期　決算短信

－15－



 

該当事項はありません。  

  

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載したものを除き、最近の有価

証券報告書（平成24年６月28日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略していま

す。 

  (連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

連結の範囲に関する事項の変更 

前連結会計年度まで持分法適用会社であった三井プレコン㈱は、当連結会計年度において同社

株式を追加取得し子会社となったことに伴い、連結の範囲に含めています。 

  

  会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以

後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更していま

す。これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益はそれぞれ20百万円増加しています。 

  

 連結損益計算書関係 
  

前連結会計年度において、区分掲記していた「貸倒引当金戻入額」は、営業外収益の総額の100

分の10以下となったため、当連結会計年度から「営業外収益」の「その他」に含めて表示するこ

ととしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替え

を行っています。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「貸倒引当金戻入

額」に表示していた687百万円は、「その他」に組替えています。 

  

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「海外工事法人税額」

は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度から区分掲記することとしまし

た。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行ってい

ます。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示し

ていた172百万円は、「海外工事法人税額」に組替えています。 

  

（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

(会計方針の変更)

(表示方法の変更)
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１  担保に供している資産 

 
  

２  保証債務 

当社の関連会社である吉井企画㈱について、前連結会計年度末までは損失見込額を費用処理してい
ましたが、保証履行金額が不確定であったため保証債務金額を併せて注記していました。 
当連結会計年度において、同社の清算方針が明らかになったことにより、求償金額及び保証履行金
額を算定した結果、長期営業外未収入金及び固定負債その他をそれぞれ2,579百万円計上していま
す。 

 
  

３  受取手形割引高 

 
  

４  期末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形満期日をもって決済処理しています。な
お、当連結会計年度末日が金融機関の休業日であったため、次の年度末日満期手形を満期日に決済が
行われたものとして処理しています。 

 
  

５  土地再評価差額金 

連結子会社であります三井住建道路㈱が「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法
律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日改正）に基
づき、事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しています。 
再評価の方法 
「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め
る地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算基礎となる土地の価額
を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定
する方法 
再評価を行った年月日     平成13年３月31日 

 
  

６  損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しています。 

工事損失引当金に対応する未成工事支出金の額 

 

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

38,669百万円 20,467百万円

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

3,096百万円 71百万円

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

受取手形割引高 331百万円 382百万円

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

受取手形
支払手形

214百万円
175

179百万円
168       

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

再評価を行った土地の期末における時価と
再評価後の帳簿価額との差額 △689百万円 △698百万円

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(平成25年３月31日)

507百万円 49百万円
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 １ 工事進行基準による売上高(完成工事高)  

 
  

 ２ 売上原価(完成工事原価)に含まれる工事損失引当金繰入額 

 
  

 ３ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

 
  

 ４  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

 
  

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

215,008百万円 238,596百万円

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

1,542百万円 610百万円

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

従業員給料手当 6,099百万円 5,943百万円

退職給付費用 1,001 1,102

貸倒引当金繰入額 23 22

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

909百万円 885百万円
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その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 

 
  

(連結包括利益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 59百万円 337百万円

組替調整額   ― 0  

 税効果調整前 59 338

 税効果額  △0 △1

 その他有価証券評価差額金 58 336

繰延ヘッジ損益

当期発生額 48 175

組替調整額   ―   ―

 税効果調整前 48 175

 税効果額 △18  △66

 繰延ヘッジ損益 30 108

土地再評価差額金

 税効果額 47   ―

 土地再評価差額金 47   ―

為替換算調整勘定

当期発生額 △197 205

組替調整額 ―   ―

 税効果調整前 △197 205

 税効果額   ―   ―

 為替換算調整勘定 △197 205

持分法適用会社に対する持分相当額

当期発生額 △7 4

組替調整額   ― △0

 持分法適用会社に対する持分相当額 △7 4

  その他の包括利益合計 △67 655
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 (注)１ 普通株式の増加は、第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の普通株式を対価とする取得請求権行使に

よるものです。 

      ２ 優先株式の取得請求期間は、第二回Ａ種は平成21年４月１日から平成31年８月26日まで、第三回Ｃ種は平成

19年10月１日から平成29年９月30日まで、第三回Ｄ種は平成20年10月１日から平成30年９月30日までです。   

   ３ 第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の減少は、普通株式を対価とする取得請求権行使により増加し
た自己株式を消却したことによるものです。              

   ４ 第三回Ｃ種優先株式の減少は、平成23年６月29日開催の株主総会の決議による自己株式の取得により増加し

た自己株式を消却したことによるものです。 

  

 
(注)１ 普通株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものです。            

   ２ 普通株式の減少は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものです。 

   ３ 第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の増加は、普通株式を対価とする取得請求権行使によるもので

す。 
   ４ 第二回Ａ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の減少は、普通株式を対価とする取得請求権行使により増加し

た自己株式を消却したことによるものです。 

   ５ 第三回Ｃ種優先株式の増加は、平成23年６月29日開催の株主総会の決議による自己株式の取得によるもので

す。 
   ６ 第三回Ｃ種優先株式の減少は、平成23年６月29日開催の株主総会の決議による自己株式の取得により増加し

た自己株式を消却したことによるものです。 

  

    該当事項はありません。 
  
  

 
 (注)１ 普通株式の増加は、第三回Ｃ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の普通株式を対価とする取得請求権行使に

よるものです。 

      ２ 優先株式の取得請求期間は、第二回Ａ種は平成21年４月１日から平成31年８月26日まで、第三回Ｃ種は平成

19年10月１日から平成29年９月30日まで、第三回Ｄ種は平成20年10月１日から平成30年９月30日までです。   
   ３ 第三回Ｃ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の減少は、普通株式を対価とする取得請求権行使により増加し

た自己株式を消却したことによるものです。              

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度 
期首株式数(株)

当連結会計年度 
増加株式数(株)

当連結会計年度 
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

摘要

普通株式 283,363,598 5,626,069 ― 288,989,667 (注)１

第二回Ａ種優先株式 2,020,600 ― 520,600 1,500,000 (注)２、３

第三回Ｃ種優先株式 5,861,200 ― 80,000 5,781,200 (注)２、４

第三回Ｄ種優先株式 5,961,900 ― 93,200 5,868,700 (注)２、３

合計 297,207,298 5,626,069 693,800 302,139,567

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度 
期首株式数(株)

当連結会計年度 
増加株式数(株)

当連結会計年度 
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

摘要

普通株式 436,646 13,431 2,155 447,922 (注)１、２

第二回Ａ種優先株式 ― 520,600 520,600 ― (注)３、４

第三回Ｃ種優先株式 ― 80,000 80,000 ― (注)５、６

第三回Ｄ種優先株式 ― 93,200 93,200 ― (注)３、４

合計 436,646 707,231 695,955 447,922

３ 配当に関する事項
 

当連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度 
期首株式数(株)

当連結会計年度 
増加株式数(株)

当連結会計年度 
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

摘要

普通株式 288,989,667 386,490,909 ― 675,480,576 (注)１

第二回Ａ種優先株式 1,500,000 ― ― 1,500,000 (注)２

第三回Ｃ種優先株式 5,781,200 ― 2,860,000 2,921,200 (注)２、３

第三回Ｄ種優先株式 5,868,700 ― 5,861,200 7,500 (注)２、３

合計 302,139,567 386,490,909 8,721,200 679,909,276
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(注)１ 普通株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものです。            

   ２ 普通株式の減少は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものです。 
   ３ 第三回Ｃ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の増加は、普通株式を対価とする取得請求権行使によるもので

す。 

   ４ 第三回Ｃ種優先株式及び第三回Ｄ種優先株式の減少は、普通株式を対価とする取得請求権行使により増加し

た自己株式を消却したことによるものです。 

  

  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの 

 
     
  

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度 
期首株式数(株)

当連結会計年度 
増加株式数(株)

当連結会計年度 
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

摘要

普通株式 447,922 7,773 1,331 454,364 (注)１、２

第三回Ｃ種優先株式 ― 2,860,000 2,860,000 ― (注)３，４

第三回Ｄ種優先株式 ― 5,861,200 5,861,200 ― (注)３、４

合計 447,922 8,728,973 8,722,531 454,364

３ 配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金 
の総額 

（百万円）

配当の 
原資

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27
日定時株主総会 
（予定）

第二回Ａ種優先株式 10

利益 
剰余金

7.17

平成25年３月31日 平成25年６月28日第三回Ｃ種優先株式 177 60.85

第三回Ｄ種優先株式 0 60.85

合計 ─ 188 ─ ─ ─ ─
 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金預金勘定 34,897百万円 39,899百万円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △5,050 △8,498

現金及び現金同等物 29,847 31,400
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１ 採用している退職給付制度の概要  

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び確定拠出年金制度を設

けています。一部の国内連結子会社は、確定給付年金制度または中小企業退職金共済制度を設けてい

ます。また、一部の海外連結子会社については退職給付信託を設定しています。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
(注) 当社の退職給付制度の一部及び一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用してお

り、中小企業退職金共済制度からの支給見込額を控除した残額を退職給付債務として認識しています。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
(注)  簡便法により計上している退職給付費用及び中小企業退職金共済制度への拠出額は「(1)勤務費用」に計上

しています。 

  
  

(退職給付関係)

前連結会計年度 
(自  平成23年４月１日  
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成24年４月１日  
  至  平成25年３月31日)

(1) 退職給付債務 △22,012百万円 △21,558百万円

(2) 年金資産(退職給付信託含む) 187 196

(3) 未積立退職給付債務 △21,825 △21,362

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 5,948 3,969

(5) 未認識数理計算上の差異 2,424 2,292

(6) 未認識過去勤務債務 △3,210 △2,956

(7) 退職給付引当金 △16,662 △18,057

前連結会計年度 
(自  平成23年４月１日  
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成24年４月１日  
  至  平成25年３月31日)

(1) 勤務費用(注) 1,007百万円 937百万円

(2) 利息費用 408 365

(3) 期待運用収益 △4 △5

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 1,983 1,984

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 554 531

(6) 過去勤務債務の費用処理額 △174 △253

(7) 退職給付費用（1+2+3+4+5+6） 3,775 3,559

(8）確定拠出年金制度への移行に伴う損益 2 ―

計 3,777 3,559
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４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 

期間定額基準 

(2) 割引率 

 
  

(3) 期待運用収益率 

 
  

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 

主として11年(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により費用処理しています。)   

  

(5) 数理計算上の差異の処理年数 

主として11年(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数に
よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。)   

  

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 

主として15年です。    

  

前連結会計年度 
(自  平成23年４月１日  
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成24年４月１日  
  至  平成25年３月31日)

主として1.7％ 主として1.7％

前連結会計年度 
(自  平成23年４月１日  
  至  平成24年３月31日)

当連結会計年度 
(自  平成24年４月１日  
  至  平成25年３月31日)

1.0％ 1.0％
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１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会
が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので
す。 
当社は本社に土木本部・建築管理本部を置き、それぞれ「土木工事」「建築工事」について戦略を立
案し事業活動を行っています。 
したがって、当社は、当該本部を基礎としたセグメントから構成されており、「土木工事」「建築工
事」の２つを報告セグメントとしています。 
「土木工事」はＰＣ橋梁等の主に官公庁発注の工事を施工しています。「建築工事」は超高層住宅等
の主に民間企業発注の工事を施工しています。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な
事項」における記載と概ね同一です。 
報告セグメントの利益は、連結損益計算書の売上総利益ベースの数値です。 
また、セグメント間の内部売上高は、第三者間取引価格に基づいています。 
なお、当社では、事業セグメントへの資産の配分は行っていません。 

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 
 

(注)  １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、老人介護施設の運営及び保険代理

店業を含んでいます。 
２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。 

３ セグメント利益は、連結損益計算書の売上総利益と調整を行っています。 

  

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 
 

(注)  １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、老人介護施設の運営及び保険代理

店業を含んでいます。 
２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。 

３ セグメント利益は、連結損益計算書の売上総利益と調整を行っています。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：百万円)

報告セグメント その他 
(注)１

合計
調整額 
(注)２

連結財務 
諸表計上額 
(注)３土木工事 建築工事 計

売上高

  外部顧客への売上高 119,492 193,330 312,823 735 313,558 ― 313,558

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高

1,153 20 1,173 51 1,224 △1,224 ―

計 120,645 193,350 313,996 786 314,783 △1,224 313,558

セグメント利益 10,496 8,323 18,819 306 19,126 △89 19,036

(単位：百万円)

報告セグメント その他 
(注)１

合計
調整額 
(注)２

連結財務 
諸表計上額 
(注)３土木工事 建築工事 計

売上高

  外部顧客への売上高 136,370 205,546 341,917 810 342,727 ― 342,727

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高

1,352 0 1,352 58 1,410 △1,410 ―

計 137,722 205,546 343,269 868 344,138 △1,410 342,727

セグメント利益 11,326 8,608 19,935 301 20,237 △122 20,115
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前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

１ 製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。 
  

２ 地域ごとの情報 

売上高 

 
(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しています。 

  

３ 主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載し
ていません。 

  

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

１ 製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。 
  

２ 地域ごとの情報 

売上高 

 
(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しています。 

  

３ 主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載し
ていません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

【関連情報】

(単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

270,576 42,354 627 313,558

(単位：百万円)

日本 アジア その他 合計

270,668 70,200 1,859 342,727

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
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(注)１  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
２  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 △37.37円 19.98円

１株当たり当期純利益 4.82円 4.56円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 1.81円 2.56円

前連結会計年度末 

（平成24年３月31日）

当連結会計年度末 

（平成25年３月31日）

純資産の部の合計額 (百万円) 22,004 25,361

純資産の部の合計額から 
控除する金額

(百万円) 32,788 11,872

(うち優先株式の払込金額) (百万円) (29,874) (8,071)

(うち優先配当額) (百万円) (―) (188)

(うち少数株主持分) (百万円) (2,913) (3,611)

普通株式に係る期末の 
純資産額

(百万円) △10,783 13,489

１株当たり純資産額の算定に 
用いられた期末の普通株式

(千株) 288,541 675,026

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益 (百万円) 1,374 2,042

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― 188

(うち優先配当額) (百万円) (―) (188)

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 1,374 1,853

普通株式の期中平均株式数 (千株) 285,186 406,066

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 (百万円) ― 188

(うち優先配当額) (百万円) (―) (188)

普通株式増加数 (千株) 476,133 393,097

(うち優先株式) (千株) (476,133) (393,097)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要

 ―――――  ―――――
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   該当事項はありません。 

(重要な後発事象)
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 20,743 19,915 

受取手形 744 756 

完成工事未収入金 97,664 82,089 

未成工事支出金 17,421 15,003 

繰延税金資産 1,290 1,321 

未収入金 2,370 2,079 

立替金 5,750 6,110 

その他 11,772 3,002 

貸倒引当金 △1,040 △809 

流動資産合計 156,716 129,469 
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,768 4,776 

減価償却累計額 △3,137 △3,222 

建物（純額） 1,630 1,553 

構築物 702 711 

減価償却累計額 △628 △636 

構築物（純額） 74 75 

機械及び装置 2,713 2,675 

減価償却累計額 △2,057 △2,281 

機械及び装置（純額） 656 393 

車両運搬具 300 316 

減価償却累計額 △213 △266 

車両運搬具（純額） 87 50 

工具器具・備品 3,568 3,546 

減価償却累計額 △3,270 △3,263 

工具器具・備品（純額） 298 282 

土地 5,500 5,500 

建設仮勘定 56 11 

有形固定資産合計 8,303 7,867 

無形固定資産 1,650 1,443 

投資その他の資産   

投資有価証券 4,475 5,004 

関係会社株式 3,747 3,430 

関係会社出資金 296 296 

長期貸付金 6,561 5,618 

従業員に対する長期貸付金 895 840 

関係会社長期貸付金 1,760 9,573 

破産更生債権等 4,819 821 

長期前払費用 50 41 

繰延税金資産 2,784 2,686 

長期営業外未収入金 37,991 27,644 

その他 6,801 6,116 

貸倒引当金 △48,111 △31,323 

投資その他の資産合計 22,071 30,748 

固定資産合計 32,025 40,060 

資産合計 188,742 169,529 
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 37,593 31,202 

工事未払金 61,545 61,208 

短期借入金 20,389 8,264 

未払金 1,748 1,668 

未払費用 1,674 1,787 

未払法人税等 212 213 

未払消費税等 2,309 1,463 

未成工事受入金 22,526 18,921 

預り金 4,813 5,690 

従業員預り金 1,758 1,812 

完成工事補償引当金 888 635 

工事損失引当金 1,521 590 

訴訟等損失引当金 862 890 

その他 58 73 

流動負債合計 157,903 134,419 

固定負債   

長期借入金 2,116 1,933 

退職給付引当金 14,635 15,654 

長期未払金 － 2,579 

その他 279 188 

固定負債合計 17,032 20,356 

負債合計 174,936 154,776 

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,003 12,003 

資本剰余金   

その他資本剰余金 400 400 

資本剰余金合計 400 400 

利益剰余金   

利益準備金 83 83 

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,654 2,164 

利益剰余金合計 1,737 2,247 

自己株式 △241 △241 

株主資本合計 13,900 14,409 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △124 204 

繰延ヘッジ損益 30 139 

評価・換算差額等合計 △94 343 

純資産合計 13,805 14,753 

負債純資産合計 188,742 169,529 
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（２）損益計算書 

 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高   

完成工事高 247,037 256,117 

売上原価   

完成工事原価 234,239 244,196 

売上総利益   

完成工事総利益 12,798 11,921 

販売費及び一般管理費 10,500 10,107 

営業利益 2,297 1,813 

営業外収益   

受取利息 209 206 

受取配当金 613 550 

保険配当金等 147 146 

貸倒引当金戻入額 776 149 

その他 204 199 

営業外収益合計 1,952 1,252 

営業外費用   

支払利息 1,073 961 

貸倒引当金繰入額 216 216 

為替差損 693 － 

海外工事法人税額 172 230 

その他 705 457 

営業外費用合計 2,861 1,865 

経常利益 1,389 1,200 

特別利益   

投資有価証券清算益 － 11 

その他 0 0 

特別利益合計 0 11 

特別損失   

固定資産処分損 27 9 

災害による損失 77 － 

関係会社株式評価損 － 354 

和解費用 69 194 

その他 45 53 

特別損失合計 219 611 

税引前当期純利益 1,169 601 

法人税、住民税及び事業税 50 92 

法人税等調整額 398 △0 

法人税等合計 449 91 

当期純利益 719 509 

三井住友建設㈱（1821）　平成25年３月期　決算短信

－31－



（３）株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 12,003 12,003 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 12,003 12,003 

資本剰余金   

その他資本剰余金   

当期首残高 601 400 

当期変動額   

自己株式の処分 △1 △0 

自己株式の消却 △200 － 

当期変動額合計 △201 △0 

当期末残高 400 400 

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 83 83 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 83 83 

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 934 1,654 

当期変動額   

当期純利益 719 509 

当期変動額合計 719 509 

当期末残高 1,654 2,164 

利益剰余金合計   

当期首残高 1,018 1,737 

当期変動額   

当期純利益 719 509 

当期変動額合計 719 509 

当期末残高 1,737 2,247 

自己株式   

当期首残高 △242 △241 

当期変動額   

自己株式の取得 △200 △0 

自己株式の処分 1 0 

自己株式の消却 200 － 

当期変動額合計 0 0 

当期末残高 △241 △241 
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 13,381 13,900 

当期変動額   

当期純利益 719 509 

自己株式の取得 △200 △0 

自己株式の処分 0 0 

自己株式の消却 － － 

当期変動額合計 519 509 

当期末残高 13,900 14,409 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △180 △124 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 55 329 

当期変動額合計 55 329 

当期末残高 △124 204 

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 － 30 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 30 108 

当期変動額合計 30 108 

当期末残高 30 139 

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △180 △94 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 86 438 

当期変動額合計 86 438 

当期末残高 △94 343 

純資産合計   

当期首残高 13,200 13,805 

当期変動額   

当期純利益 719 509 

自己株式の取得 △200 △0 

自己株式の処分 0 0 

自己株式の消却 － － 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 86 438 

当期変動額合計 605 947 

当期末残高 13,805 14,753 
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  該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記
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６．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

 個別受注高
前事業年度 当事業年度

増  減(自 平成23年４月１日 (自 平成24年４月１日
至 平成24年３月31日) 至 平成25年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 増減率(％)

土 
木 
工 
事

国内官公庁 67,463 68,411 948 1.4
国内民間 16,389 11,925 △4,463 △27.2
海  外 6,149 5,394 △754 △12.3
合    計 90,001 34.2 85,732 29.5 △4,269 △4.7

建 
築 
工 
事

国内官公庁 3,686 7,003 3,316 90.0
国内民間 156,533 179,025 22,492 14.4
海  外 12,826 18,844 6,017 46.9
合    計 173,046 65.8 204,873 70.5 31,826 18.4

合 
  
 
計

国内官公庁 71,150 [27.1] 75,414 [26.0] 4,264 6.0
国内民間 172,922 [65.7] 190,951 [65.7] 18,029 10.4
海  外 18,976 [7.2] 24,239 [8.3] 5,263 27.7

(内グループ) (73,045) (27.8) (110,293) (38.0) (37,247) 51.0
合    計 263,048 100 290,605 100 27,556 10.5

 個別完成工事高
前事業年度 当事業年度

増  減(自 平成23年４月１日 (自 平成24年４月１日
至 平成24年３月31日) 至 平成25年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 増減率(％)

土 
木 
工 
事

国内官公庁 51,801 59,639 7,837 15.1
国内民間 16,262 14,687 △1,575 △9.7
海  外 11,549 17,650 6,101 52.8
合    計 79,613 32.2 91,977 35.9 12,363 15.5

建 
築 
工 
事

国内官公庁 2,260 4,075 1,815 80.3
国内民間 151,927 140,679 △11,247 △7.4
海  外 13,236 19,294 6,058 45.8
合    計 167,424 67.8 164,050 64.1 △3,374 △2.0

合 
  
 
計

国内官公庁 54,062 [21.9] 63,714 [24.9] 9,652 17.9
国内民間 168,189 [68.1] 155,367 [60.7] △12,822 △7.6
海  外 24,785 [10.0] 36,945 [14.4] 12,159 49.1

(内グループ) (83,743) (33.9) (70,302) (27.5) (△13,440) △16.1
合    計 247,037 100 256,027 100 8,989 3.6

 
 個別繰越高

前事業年度 当事業年度
増  減(自 平成23年４月１日 (自 平成24年４月１日

至 平成24年３月31日) 至 平成25年３月31日)
金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 増減率(％)

土 
木 
工 
事

国内官公庁 86,784 95,556 8,772 10.1
国内民間 16,734 13,972 △2,761 △16.5
海  外 31,683 19,427 △12,255 △38.7
合    計 135,202 44.5 128,957 38.1 △6,244 △4.6

建 
築 
工 
事

国内官公庁 2,779 5,707 2,927 105.3
国内民間 150,564 188,910 38,345 25.5
海  外 15,344 14,894 △450 △2.9
合    計 168,689 55.5 209,512 61.9 40,822 24.2

合 
  
 
計

国内官公庁 89,563 [29.5] 101,263 [29.9] 11,699 13.1
国内民間 167,299 [55.0] 202,883 [60.0] 35,584 21.3
海  外 47,028 [15.5] 34,322 [10.1] △12,706 △27.0

(内グループ) (71,518) (23.5) (111,509) (32.9) (39,990) 55.9
合    計 303,891 100 338,469 100 34,577 11.4
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（２）当期の主な受注工事

発 注 者 工 事 名 称

土 
木 
工 
事

東日本高速道路株式会社 関東支社
首都圏中央連絡自動車道 桶川第２高架橋（ＰＣ上部工）工

事

愛知県 企業庁 内陸用地造成事業 豊田・岡崎地区 中工区 整地工事

国土交通省 東北地方整備局 仙台湾南部海岸中浜工区坂元地区復旧工事

建 
築 
工 
事

住友不動産株式会社 （仮称）晴海三丁目西地区Ａ2・Ａ3街区計画新築工事

三井不動産株式会社 ららぽーとTOKYO-BAY西館建替え計画新築工事

日本電産株式会社
（仮称）日本電産株式会社 中央モーター基礎技術研究所 

新築工事

（３）当期の主な完成工事

発 注 者 工 事 名 称

土 
木 
工 
事

西日本高速道路株式会社 九州支社 東九州自動車道 都農インターチェンジ工事

ベトナム運輸省タンロン工事管理局 ハノイ市環状３号線建設工事 パッケージ２

国土交通省 中部地方整備局 平成２０年度 １９号桟１号橋建設工事

建 
築 
工 
事

三井不動産レジデンシャル株式会社 （仮称）大倉山１丁目計画新築工事

Panasonic India Pvt. Ltd パナソニック・ジャジワール工場建設工事

ナガセ医薬品株式会社 第２注射棟建設工事
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